
世田谷区公契約のあり方に関するシンポジウム 次第 

 

 

平成２４年１１月３０日（金） 

１８時３０分～ 

主催：世田谷区・公契約推進世田谷懇談会 

場所：世田谷区民会館集会室 

 

 

１．開会 

 

 

２．主催者挨拶 

   世田谷区長 保坂 展人 

   公契約推進世田谷懇談会 代表 高橋 健一 

 

 

３．世田谷区公契約のあり方検討委員会から検討状況の報告 

   会長 塚本 一郎   

 

 

４．他先進自治体からの報告 

   野田市役所総務部管財課長 佐久間 進  

 

 

５．参加団体の意見発表等 

 

 

６．閉会 

 



平成２４年１１月３０日 

世田谷区公契約のあり方に関するシンポジウム 

 

 

 

 

世田谷区公契約のあり方検討委員会 

 

資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世田谷区 



名　　称 氏　　　　名 現職　等

1 会　　長 塚本　一郎 明治大学経営学部教授

2 職務代理 永山　利和 元日本大学商学部教授

3 委　　員 大井　暁 弁護士

4 委　　員 宮崎　健二 世田谷区政策経営部長

5 委　　員 西澤　和夫 世田谷区財務部長

6 委　　員 渡辺　正男
(24.4.1～)

世田谷区施設営繕担当部長

7 委　　員 青山　雅夫
(24.4.1～）

世田谷区土木事業担当部長

8 委　　員 佐藤　健二 世田谷区教育次長

世田谷区公契約のあり方検討委員会 委員名簿

（任期：平成２３年９月１日　～　平成２５年８月３１日）

資料１
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資料２ 

 
世田谷区公契約のあり方検討委員会の開催状況 

 
 

◆第１回検討委員会：平成２３年９月２７日開催 
    ○会長の選任、職務代理の指名 
    ○今後の進め方について 
    ○世田谷区の入札契約制度の概要 
    ○検討委員会の運営について 

 
◆第２回検討委員会：平成２３年１２月２日開催 
    ○世田谷区の入札契約制度の運用状況等 
    ○公契約をめぐる動き、他自治体の状況等 
    ○公契約、入札制度をめぐる課題・論点等 

 
◆第３回検討委員会：平成２４年１月２７日開催 
     ○検討委員会における検討範囲について 
     ○世田谷区における入札・契約制度の見直し等 
     ○実態把握調査・ヒアリングの実施方法等 
 
◆第４回検討委員会：平成２４年５月２８日開催 
     ○実態調査アンケートについて 
     ○他自治体における公契約条例等の状況 
 
◆公契約のあり方についてのアンケート：平成２４年６月実施 
     ○建設事業者、委託事業者、労働者を対象 
     ○調査票回収総数：７２６票 
       （回収率：建設事業者８２．５％、委託事業者７５．４％） 
 
◆公契約に関するヒアリング（事業者・労働者）：平成２４年８月３１日実施 
     ○区内事業者（土建関係、設備関係、造園関係、委託関係）及び労働者を対象 
 
◆公契約に関するヒアリング（発注者）：平成２４年１０月３０日実施 
     ○区担当者（契約担当、営繕担当、土木担当）を対象 
 
◆第５回検討委員会：平成２４年１０月３０日開催 
     ○世田谷区における入札制度改革について 
     ○公契約条例について 
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世田谷区における入札制度改革について　～課題・論点等の整理～ 資料３

　世田谷区のこれまでの入札制度改革の取り組み

　　　◇「入札制度改革の提言（答申）（19.3.30世田谷区入札制度改革検討委員会）」

　　　◇一般競争入札制度の拡充（H21.4～）や入札監視委員会の設置（H19.12～）など、入札制度における競争性・透明性等の向上の取り組みを推進

　その後の社会経済環境等の急激な変化

　　　◇リーマンショック（H20.9）以降の世界的な経済金融情勢の低迷

　　　◇大幅な税収減による国・自治体予算の減少

　　　◇社会保障費の増大と公共事業費の縮減

　　　◇東日本大震災の影響

　現状における問題点・課題等

　　　◇入札競争の激化、不適切な価格での受注の恐れ

　　　◇履行品質の低下や労働環境の悪化の恐れ

　　　◇厳しい経済環境と区内産業への影響

検討委員会　論点

１．入札の方式等

２．履行の質の確保策

３．公契約の相手方
における

　コンプライアンス

４．区内産業の活性化
と公契約のあり方

　事業者や労働者からの意見・要望等（アンケート・ヒアリング）

　　　◇最低制限価格の引き上げ・対象拡大

　　　◇区内本店への優先発注

　　　◇災害時協力協定等の地域貢献度の評価

　　　◇公共事業従事者の労働環境の改善

　　　◇工事における状況変化への適切な対応（契約変更）　等



世田谷区公契約のあり方検討委員会　調査・検討の流れ
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資料５ 

 
 

他自治体における公契約条例・公共調達条例の制定状況 
 
 
 
 

自治体名 条例名 条例施行日 

野田市 野田市公契約条例 平成２２年２月１日施行 

川崎市 川崎市契約条例  ※改正 平成２３年４月１日施行(改正部分)

多摩市 多摩市公契約条例 平成２４年４月１日施行 

相模原市 相模原市公契約条例 平成２４年４月１日施行 

国分寺市 国分寺市公共調達条例 平成２４年１２月１日施行予定 

渋谷区 渋谷区公契約条例 平成２５年１月１日施行予定 
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資料１ 

野田市公契約条例制定（改正）の特徴 
 
１ 制定（平成 21 年９月 30 日野田市条例第 25 号） 

 ・前文に国が公契約法等の法整備をすべきことを明記 

  『公平かつ適正な入札を通じて豊かな地域社会の実現と労働者の適正な労働

条件が確保されることは、ひとつの自治体で解決できるものではなく、国

が公契約に関する法律の整備の重要性を認識し、速やかに必要な措置を講

ずることが不可欠である。』 
  
・シンプルかつ実効性の確保できる実務的な条例 

 （例） 
 ・条例の適用となる業務を、専任職員 1 人で対応できる範囲に限定 
 ・工事の最低基準を２省単価の８０％、業務委託の最低基準を、市用務員

（１８歳）初任給とする。 
 

２ 改正（平成 22 年９月 30 日野田市条例第 24 号） 

 ・業務委託に職種別最低基準を設定 
  
 ・継続雇用の確保 

  『市長は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継続性

の確保を図るため、野田市長期継続契約を締結することができる契約に関

する条例(平成 17 年野田市条例第 32 号)第 2 条に規定する契約を締結する等

の必要な措置を講ずるものとする。』 
  『受注者等は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業務の質及び継

続性の確保を図るため、公契約の締結前に当該公契約に係る業務に従事し

ていた適用労働者を雇用し、及び前項の措置に係る適用労働者を継続して

雇用するよう努めなければならない。』 
  
・下請負者への適正な請負額の確保 

 『受注者は、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件及び当該

業務の質の確保が下請負者の安定した経営に基づいて成り立つことを十分

に考慮して、建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)又は下請代金支払遅延等防

止法(昭和 31 年法律第 120 号)を遵守し、下請負者との契約を締結するに当

たっては、各々の対等な立場における合意に基づいた公正な契約としなけ

ればならない。』 

 『市長は、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件及び当該業

務の質の確保が下請負者の安定した経営に基づいて成り立つことを十分に

考慮して、低入札価格調査制度の拡充等の必要な措置を講ずるものとす

る。』 
 
３ 改正（平成 23 年９月 30 日野田市条例第 25 号） 

 ・条例の適用となる工事の範囲を予定価格１億円以上から５千万円以上に引下

げ 
 
４ 改正（平成 24 年 10 月３日野田市条例第 26 号） 

 ・工事の最低基準を２省単価の８５％に引上げ 

 

 ・指定管理者に条例を直接適用 
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資料２ 

野総管第１０２号 
平成 21 年 10 月１日 

 
 各 市（区） 長 様 
 

野田市長 根 本  崇 
 
 

野田市公契約条例の送付について 
 
 秋冷の候、貴職におかれましては、ますますご健勝のこととお慶び申し上げま

す。 

 さて、野田市では、公契約に係る業務の質の確保及び公契約の社会的な価値の

向上を図るため、公契約に係る業務に従事する労働者に支払うべき賃金の最低基

準を受注者等に義務付ける野田市公契約条例（平成 21 年 9 月 30 日公布）を制定

いたしました。 

 ところで、この問題は一自治体に解決できるものではなく、国が法整備を行な

うことによってのみ解決できるものであり、野田市では、全国市長会を通じて国

に法制定を要望してまいりましたが、残念ながら何の対応もなされていません。    

この状況を踏まえ、今回、野田市が先鞭をつける意味で本条例を制定すること

としたものでございます。 

野田市では、まず地方が動くことにより国を動かすことができればと考えてお

りますので、本趣旨にご賛同いただき、貴職におかれましても同様の取組をして

いただければ誠に幸甚に存じます。 

つきましては、関係書類を送付させていただきますので、よろしくご検討をお

願い申し上げます。 

 

 

 ２



■業務委託

H22 H23 H22 H23 増減 H22 H23 増減 最高 最低 平均

運転管理 829 1480 9 7 ▲ 2 123 66 ▲ 57 15 463 88 205

舞台運転
H22は運転管理

829 1000 1 6 3 367 69 195

保守点検 829 1480 3 3 0 40 48 8 7 650 162 411

清掃 829 829 4 3 ▲ 1 58 60 2 0 0 0 0

電話受付 1000 1 1 7 7 2 100 100 100

警備駐車場 950 1 1 5 5 5 148 50 96

保健センター
等清掃

829 1 1 6 6 4 80 80 80

合計 16 17 1 221 198 ▲ 23 36 155

■工事

H22 H23 増減

対象工事数 8 12 4 合計

確認職種数 11 31 20 H22 73% 152人 15% 32人 12% 24人 208人

確認人数 208 587 379 H23 68% 398人 19% 110人 13% 79人 587人

■指定管理者

H22 H23 増減

対象施設数 3 5 2

確認人数 56 161 105

■全体確認人数

H22 H23 増減

業務委託 221 198 ▲ 23

工事 208 587 379

指定管理者 56 161 105

合計 485 946 461

対象件数 確認人数

平成２３年度　野田市公契約条例　適用状況

労働者に支払われている賃金の内訳
（２省単価の割合）

90%以上 85%以上 80%以上

アップ額(円)
賃金等の
最低額(円)職種

効果
確認
人数

資料３

３
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